
平成２６年１１月
防 衛 省

防衛省・自衛隊の警戒監視態勢について



○ 海上自衛隊は、Ｐ－３Ｃ哨戒機により、北海道の周辺海域、
日本海並びに東シナ海を航行する船舶などの状況を、それ
ぞれの海域において監視している。
航空自衛隊においても、レーダーサイトによる常時監視を
実施している。

○ さらに、必要に応じ、護衛艦・航空機等を柔軟に運用して
警戒監視活動を行い、我が国周辺における事態への即応
態勢を維持している。

警戒監視活動
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台湾ＡＤＩＺ

我が国及び周辺国のＡＤＩＺ

日本領空

竹島

尖閣諸島

北方領土

小笠原諸島

与那国島

父島

硫黄島

沖ノ鳥島 南鳥島

フィリピンＡＤＩＺ

韓国ＡＤＩＺ

日本ＡＤＩＺ

東シナ海
防空識別区
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硫黄島基地の概要

【所在部隊】
○硫黄島航空基地隊（約２１０名）
○硫黄島航空分遣隊（約 ６０名） 等
【主要装備】
○救難ヘリコプター（UH－６０J）×数機
【任 務】

○航空基地施設の維持及び飛来する航空機に対する航空管制・給油・救難 等

海上自衛隊

【所在部隊】
○硫黄島基地隊（約１１０名）
【主要装備】
○空域監視レーダー（飛行訓練用）
【任 務】
○硫黄島における飛行訓練の統制・監視・支援 等

航空自衛隊

○主滑走路 ：２，６５０ｍ×６０ｍ
○平行誘導路：２，６５０ｍ×３０ｍ （主滑走路閉鎖時の緊急用滑走路）

その他（施設）

※人員は、２５年度末の予算上の定員（事務官等含む。）である。

航空集団

第４航空群

自衛艦隊

防衛大臣

硫黄島航空基地隊

第２１航空群

第７３航空隊

硫黄島航空分遣隊

中部航空方面隊

硫黄島基地隊

航空総隊

防衛大臣
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【施 設】
【所 在 地】 滑走路：１，３７１ｍ×４５ｍ
東京都小笠原村南鳥島
北緯： ２４度１７分
東経：１５３度５９分
周囲：約６キロメートル
面積：約１．５平方キロメートル

所在地・施設

南鳥島基地の概要

【所在部隊】
海上自衛隊 南鳥島航空派遣隊

【定 員】
約１０名

【任 務】
飛行場及び関連施設の維持管理
飛来する航空機に対する支援 等

【沿 革】
Ｓ４３ 小笠原返還に合わせ、硫黄島航空基地分遣隊の隷下に南鳥島航空派遣隊を編成
Ｈ ４ 硫黄島航空基地隊の隷下に編入

所在部隊の概要

※人員は、２５年度末の予算上の定員（事務官等含む。）である。

航空集団

第４航空群

自衛艦隊

防衛大臣

南鳥島航空派遣隊

硫黄島航空基地隊

南鳥島

滑走路
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【所 在 地】
東京都小笠原村父島
北緯： ２７度４分
東経：１４２度１３分
面積：約２３平方キロメートル

所在地・施設

父島基地の概要

【所在部隊】
海上自衛隊 父島基地分遣隊

【定 員】
約２０名

【任 務】
基地の警備及び管理
艦船及び航空機に対する支援 等

【沿 革】
Ｓ４３ 小笠原返還に合わせ、横須賀地方隊の隷下に父島基地分遣隊を編成

所在部隊の概要

※人員は、２５年度末の予算上の定員（事務官等含む。）である。

父島基地分遣隊

横須賀地方隊

防衛大臣

約
1,000
km約1200km

小笠原群島

硫黄島

父
島

父
島 約280km

硫黄島

地 勢
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参考資料
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海上警備行動

武器使用権限

武器使用の要件 危害許容要件

自己又は他人の防護

公務執行に対する抵抗の抑止

兇悪犯罪の犯人が、職務執行に対
して抵抗し、これを防ぐのに他に手
段がない場合

正当防衛又は緊急避難

我が国の領海内において、停船命
令に従わず無害通航でない航行を
継続する外国船舶（軍艦・公船等を
除く）に対する強制的な停船措置

自
衛
隊
法
第
９
３
条

（
海
保
法
第
２
０
条
第
２
項
の
準
用
）

なし

※武器使用の要件及び限度を満た
していれば、人に危害を加えること
となっても、法律に基づく正当行為と
評価され、違法性が阻却される

自
衛
隊
法
第
９
３
条

（
警
職
法
第
７
条
の
準
用
）

武器使用の限度

事態に応じ合理的に必要と判断さ
れる限度

行動

根拠 要件等 命令権者

自衛隊法

第82条

○ 海上における人命若しくは財産の保護又は治安の維持の
ため特別の必要がある場合

防衛大臣

内閣総理大臣の承認（閣議決定）
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警戒監視活動

領空侵犯に

対する措置

（昭和29年7月）

治安出動下令前

に行う情報収集

（平成13年11月）

海上警備行動

（昭和29年7月）

警護出動

（平成13年11月）

治安出動

（昭和29年7月）

防衛出動

（昭和29年7
月）

防衛省設置法

第4条第18号

自衛隊法

第84条

自衛隊法

第79条の2

自衛隊法

第82条
自衛隊法第81条の2

自衛隊法

第78条

自衛隊法

第76条

外国の航空機
が国際法規又
は航空法その
他の法令に違
反して我が国
の領域の上空
に侵入したとき

事態が緊迫し治
安出動命令が発
せられること及び
小銃、機関銃、砲、
化学兵器、生物
兵器その他その
殺傷力がこれらに
類する武器を所
持した者による不
法行為が行われ
ることが予測され
る場合において、
当該事態の状況
の把握に資する
情報の収集を行う
ため特別の必要
があると認めると
き

海上における人
命若しくは財産
の保護又は治安
の維持のため特
別の必要がある
場合

本邦内の自衛隊施
設又は在日米軍施
設・区域において、
政治上その他の主
義主張に基づき、国
家・他人にこれを強
要し、又は社会に不
安・恐怖を与える目
的で多数の人を殺傷
し、又は重要な施設
その他の物を破壊す
る行為が行われるお
それがあり、かつ、
その被害を防止する
ため特別の必要が
あると認める場合

間接侵略その
他の緊急事態
に際して、一般
の警察力をもっ
ては、治安を維
持することがで
きないと認めら
れる場合

我が国に対す
る外部からの
武力攻撃が発
生した事態又
は武力攻撃が
発生する明白
な危険が切迫
していると認め
られるに至っ
た事態に際し
て、我が国を
防衛するため
必要があると
認める場合

防衛大臣 防衛大臣

防衛大臣

（国家公安委員会
との協議・内閣総
理大臣の承認（閣
議決定））

防衛大臣

（内閣総理大臣
の承認（閣議決
定））

内閣総理大臣

（閣議決定・関係都
道府県知事の意見
聴取・防衛大臣と国
家公安委員会との協

議）

内閣総理大臣

（閣議決定・国
会承認）

内閣総理大臣

（閣議決定・国
会承認）

○自衛隊の武
器等を防護す
るため、合理
的と判断され
る限度での武
器の使用（自
衛隊法第 95
条）

○正当防衛・緊
急避難に該当
する場合にお
ける武器の使
用

○自己・自己と共
に当該職務に従
事する隊員の生
命・身体の防護の
ためやむを得な
い必要があると認
める相当の理由
がある場合にお
ける武器の使用

○警職法第7条
の準用

○海上保安庁法
第20条第2項の
準用（外国船舶
（軍艦等を除く）を
停止させるため
の武器の使用）
［平成13年11月
追加］

○警職法第7条の準
用

○職務上警護する
施設が大規模な破
壊に至るおそれのあ
る侵害を受ける明白
な危険があり、武器
を使用するほか、他
にこれを排除する適
当な手段がないと認
める相当の理由があ
る場合における武器
の使用

○警職法第7条
の準用

○自衛隊部隊
が防護する重要
施設に攻撃が
加えられる場合、
騒じょうなどの
場合、殺傷力の
高い武器を所持
した工作員など
が我が国に侵
入する場合［平
成13年11月追
加］等における
武器の使用

○我が国を防
衛するため、
必要な武力を
行使

○必要に応じ、
公共の秩序維
持のため行動
（治安出動・海
上警備行動時
の武器使用権
限を準用）

行
動

等

国際緊急援助活動
等

（平成4年6月）

国際平和協力業務

（平成4年6月）

根
拠

自衛隊法

第84条の4第2項

国際緊急援助隊の
派遣に関する法律

自衛隊法
第84条の4第2項

国際連合平和維持活
動等に対する協力に

関する法律

要
件
等

海外の地域におい
て大規模な災害が
発生した際に、被災
国政府等の要請が
ある場合

国際平和協力業務を
実施することが適当と
認められる場合で
あって、ＰＫＯ参加５
原則（※）を満たして
いる場合

（※）

①停戦合意

②受入同意

③中立的立場

④（上記原則が満たさ
れない場合）即時撤
収

⑤必要最小限の武器使
用

命
令
権
者

防衛大臣

（外務大臣との協
議）

防衛大臣

（実施計画の閣議決
定）

※本体業務実施の場
合は国会承認が必要

武
器

使
用

権
限

―

○自己・自己と共に現
場に所在する隊員・
国際平和協力隊員・
自己の管理の下に
入った者の生命・身体
の防衛のためやむを
得ない必要があると
認められる相当の理
由がある場合におけ
る武器の使用

在外邦人等輸送

（平成6年11
月）

自衛隊法
第84条の3

外国における
緊急事態に際
して、外務大
臣から生命又
は身体の保護
を要する邦人
の輸送の依頼
がある場合

防衛大臣

（輸送の安全
について外務
大臣と協議）

○自己・自己と
共に当該職務
に従事する隊
員・自己の管
理の下に入っ
た者の生命・
身体の防護の
ためやむを得
ない必要があ
ると認める相
当の理由があ
る場合におけ
る武器使用

主な自衛隊の行動
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○ 海上自衛隊では、Ｐ－３Ｃ等により尖閣諸島を含む我が国周辺海域を航行する船舶の状況を監視し
ており、諸外国軍艦艇はもとより、我が国の排他的経済水域において海洋観測等を行う船舶や尖閣諸
島に向かう公船など、各種船舶の位置情報を入手。

○ 当該位置情報のうち、必要なものについては、Ｐ－３Ｃ等から秘匿可能な無線通信機材等により海保
の巡視船に伝達するなど、現場における適時適切な情報共有を実施。

○ また、防衛省本省等と海上保安庁本庁との間では、秘匿可能なデータ通信システムが整備されてお
り、自衛隊及び海上保安庁が探知した船舶の位置情報等を中央レベルにおいても適時適切に共有。

情報共有のイメージ

海上保安庁本庁 統合幕僚監部

内部部局

防衛省・自衛隊

海上自衛隊と海
上保安庁で
情報を共有

秘匿通信

秘匿通信

船舶電話

海上保安庁巡視船

海上自衛隊Ｐ－３Ｃ哨戒機

海上自衛隊護衛艦

自衛隊と海上保安庁の情報共有について

自衛艦隊
各管区保安本部

秘匿通信システム
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第２航空群

Ｐ－３Ｃ × 約２０機

下総教育航空群

Ｐ－３Ｃ × 約１０機

八戸

下総

鹿屋

第１航空群

Ｐ－３Ｃ × 約２０機

第４航空群
第５１航空隊

Ｐ－３Ｃ × 約１０機

Ｐ－１ × ７機

厚木

固定翼哨戒機の配備状況（２５年度末）

那覇

第５航空群

Ｐ－３Ｃ × 約２０機

Ｐ－３Ｃ 固定翼哨戒機

Ｐ－１ 固定翼哨戒機

固定翼哨戒機の全保有機数 ：８０機 ※ 部隊毎の配備機数は四捨五入した値

※ 機数は２５年度末（教育用含む）
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航空警戒管制部隊（２５年度末）

根室

網走

稚内

当別

奥尻島

襟裳

大湊

山田

加茂

佐渡

輪島

経ヶ岬

高尾山

福江島

背振山

下甑島

高畑山

串本

笠取山
峯岡山

御前崎

大滝根山

海栗島

見島

三沢

浜松

(Ｈ２８年度換装完了予定)

Ｅ-２Ｃ

Ｅ-７６７

沖永良部島

与座岳

久米島

宮古島

那覇

(Ｈ２７年度換装完了予定)

(Ｈ２９年度換装完了予定)

5

5

55

(Ｈ２６年度予算計上)

種 類 配備数 配備開始時期

FPS-20・6 ４ 1959年

FPS-2 ７ 1979年

FPS-3改 ７ 1991年

FPS-4 ６ 2001年

FPS-5 ４ 2009年

FPS-7 - -

5
3

2

4

204

2

4

2

2
4

20

4

22

20

3

3
3

3

3

3

2

4

20

7

7

7

7

20

2

4

3

7

Ｅ－２Ｃ

Ｅ－７６７

ＦＰＳ－５

４機程度

(Ｈ26年4月、部隊新
編)

Ｅ-２Ｃ

約１０機

４機

Ｅ－２Ｃ ：約１０機
Ｅ－７６７：４機

（部隊配備数）
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艦載型映像伝送装置

不鮮明な
画像

艦艇等が撮影した映像を、鮮明な映像として、
既存の衛星通信装置を経由して伝送

艦艇等が採取した現場の映像を、リアルタイムの鮮明な映像として上級司令部に伝送することが可能。

艦載型映像伝送装置の運用イメージ

伝送画像が鮮明化

防衛省（市ヶ谷）

官邸及び
関係省庁
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